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1. 財の数と要素の数が等しい場合 (𝑁 = 𝑀)

2x2モデルからの一般化

▶ 前章で学んだHOVモデルは多財・多要素を許容するが、その
議論の多くは要素価格均等化 (FPE) の仮定を維持していた。

▶ 本章では、財の数 (𝑁) と要素の数 (𝑀) が等しい「Even
Case」から始める。
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要素価格均等化 (FPE)

▶ 𝑁 = 𝑀 の場合、FPE定理は 2x2ケースから 𝑁 財 𝑁 要素
ケースに自然に一般化される。

▶ ゼロ利潤条件 𝑝𝑖 = 𝑐𝑖(𝑤) (3.1) が、全ての財で生産が行われ
る限り、要素賦存量とは独立に、財価格 𝑝 の関数として一意
な要素価格 𝑤(𝑝) の解を持つ。

▶ 両国が同一技術を持ち、自由貿易により同一価格 𝑝 に直面
し、かつすべての財を生産している場合、両国の要素価格は
同一となる。

▶ FPEが成立する賦存量の集合（FPEセット）は、𝑁 次元の超
平行四辺形となる。
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ストルパー・サミュエルソン定理の一般化

▶ 財価格の小さな変化 ̂𝑝𝑖 は、要素価格の変化 𝑤̂𝑗 の加重平均
として表される。

̂𝑝𝑖 =
𝑀

∑
𝑗=1

𝜃𝑗𝑖𝑤̂𝑗 (3.8)

▶ ここで 𝜃𝑗𝑖 は、産業 𝑖 における要素 𝑗 のコストシェアである。

▶ 定理の一般化: 各財の価格変化に対し、実質収益が増加する
要素と実質収益が減少する要素が必ず存在する。
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Jones and Scheinkman (1977) の定理

Jones and Scheinkman (1977) の定理
𝑁 = 𝑀 で単位コスト行列 𝐴 が非特異であれば、各要素につい
て、その財の価格上昇が当該要素の実質収益を低下させる財が存
在する。

▶ この財を「自然の敵 (natural enemy)」と解釈できる。
▶ しかし、一般的に 𝑁 ≥ 2 のケースでは、各要素に「自然の
友」（価格上昇により実質収益が増加する財）が必ず存在す
るとは証明されていない。
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リブチンスキー定理の一般化

▶ 𝑁 = 𝑀 であれば、要素賦存量 𝑉𝑘 の増加に対し、生産が増
加する財と生産が減少する財が必ず存在する。

▶ 賦存量の増加に対する生産量の応答（リブチンスキー効果）
は、以下のように表現できる:

𝑌 = 𝐴−1𝑉 (3.10’)

▶ Harrigan (1995) はOECD諸国のデータを用いて、産業生産
量を要素賦存量に回帰させることで、この効果を実証的に再
検証。
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Harrigan (1995) の研究デザイン

▶ Leamer (1984) と同様の回帰分析を再検討したが、純貿易
（Net Trade）ではなく、産業生産量（Industry Outputs）を
被説明変数として使用。

▶ 産業生産量を国別の要素賦存量に回帰させ、リブチンスキー
効果の係数（𝑌 = 𝐴−1𝑉 の 𝐴−1 の要素）を推定。

▶ このアプローチは、𝑁 = 𝑀（財の数と要素の数が等しい）の
構造を仮定。

▶ 1970年から 1985年のOECD諸国のパネルデータを使用。
▶ 対象：10の製造業部門（財）と 4つの要素供給（資本、熟練
労働、非熟練労働、土地）。
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Harrigan (1995) の回帰モデルの定式化

▶ 従属変数は純貿易ではなく 産業別生産量。
▶ 説明変数は 国の要素賦存量。
▶ 財の数 (𝑁 = 10)が要素の数 (𝑀 = 4)を上回っている**

生産量 𝑌と要素賦存量 𝑉の線形関係 𝑌 = 𝐴−1𝑉を以下のように定
式化:

𝑦𝑖
𝑗 =

𝑀
∑
𝑘=1

𝛽𝑗𝑘𝑉 𝑖
𝑘 (3.10)

𝑖 = 1, … , 𝐶（国を表す）、𝑗 = 1, … , 𝑁（財を表す）

𝑘 = 1, … , 𝑀（要素を表す）、𝛽𝑗𝑘 は 𝐴−1 のエレメント
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Harrigan (1995) の主要な実証結果

▶ 資本の影響: 資本は、全ての 10の回帰において正の係数（リ
ブチンスキー効果）を持っていた。これは、資本賦存量の増
加が製造業の産出量を増加させることを示唆する。

▶ 負の影響: 各製造業について、少なくとも一つの要素に負の
リブチンスキー効果が見られた。これは、その賦存量の増加
が製造業の産出量を減少させることを示す。

▶ 負の影響を与える要素: 負のリブチンスキー効果を持つ要素
は、通常、熟練または非熟練労働であり、時には土地で
あった。

▶ 国固有の差異: 国別固定効果が非常に重要であることが判明
し、これは 𝑌 = 𝐴−1𝑉 という理論モデルでは捉えきれない系
統的な国ごとの差異が存在することを示唆している。
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特殊要素モデル (Ricardo-Viner モデル)

▶ 要素の数が財の数より多い場合 (𝑀 > 𝑁)、要素価格は賦存
量に依存するため、FPEは成立しない。

▶ 特殊要素モデル（specific factors model）は、この 𝑀 > 𝑁 の
ケースを例示するもので、労働（𝐿：産業間で移動可能）と、
各産業に固定された資本𝐾1, 𝐾2（特殊要素）を想定する。
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均衡と要素価格

▶ 総生産関数は GDP関数 𝐺(𝑃 , 𝐿, 𝐾1, 𝐾2) (3.11) で表される。

𝐺 (𝑝, 𝐿, 𝐾1, 𝐾2) ≡ max
𝐿𝑖≥0

2
∑
𝑖=1

𝑝𝑖𝑓𝑖 (𝐿𝑖, 𝐾𝑖) subject to 𝐿1+𝐿2 ≤ 𝐿

(3.11)

▶ 労働は限界価値生産物 𝑝𝑖𝑓𝐿𝑖 が等しくなるまで移動する。
▶ 資本 𝐾1, 𝐾2 が固定されているため、同じ価格 𝑃 に直面して
も、賦存量の異なる国々では要素価格は一致しない。
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価格変化と所得分配（ストルパー・サミュエルソンの
修正）

▶ 特殊要素モデルでは、財 1の価格 𝑝1 が上昇した場合、その
変化率は次のような順序になる:

̂𝑝2 < 𝑤̂ < ̂𝑝1 < ̂𝑟1 < ̂𝑟2 (if ̂𝑝2 = 0) (3.14)

▶ 特殊要素の収益 ( ̂𝑟1 や ̂𝑟2) は、財価格の変化率（ ̂𝑝1）に対し
て拡大効果を持つ。

▶ 移動可能要素（労働）の実質賃金 (𝑤̂) への影響は、労働者の
消費構成に依存し、曖昧になる。これは𝑁 = 𝑀 の場合の
Jones and Scheinkmanの定理が適用されないことを示して
いる。
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賦存量変化の影響（リブチンスキー効果の修正）

▶ 特殊要素（例：𝐾1）が増加すると、その産業 𝑦1 の生産は増
加し、他の産業 𝑦2 の生産は減少する。

▶ 移動可能要素（労働 𝐿）が増加すると、両産業の生産 𝑦1 と
𝑦2 は共に増加する。

▶ したがって、移動可能要素の増加に対しては、2x2モデルで
示された「生産が減少する財が存在する」というリブチンス
キーの結果は成立しない。
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生産可能性フロンティア (PPF) と不確定性

▶ 𝑁 > 𝑀 の場合、要素の数よりも財の数が多いため、ゼロ利
潤条件を満たす財価格は特殊な値に限られる。

▶ 図 3.6は、𝑁 = 3、𝑀 = 2 の場合のゼロ利潤条件を示して
いる。
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Figure 3.6: 𝑁 > 𝑀 の場合のゼロ利潤条件
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FPEの成立と生産の不確定性

▶ 技術が同一であるという強い仮定の下では、広い範囲の要素
賦存量において FPEが成立し続ける。

▶ FPEが成立する範囲（FPEセット）は、Dixit and Norman
(1980) によって構築され、図 3.8のような領域となる。

▶ この FPEセットの内部では、世界均衡を維持する生産量の組
み合わせは多数存在し、各国の生産量は不確定である（生産
の不確定性）。
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Figure 3.8: 𝑁 > 𝑀 の場合の FPE セット
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Bernstein and Weinstein (2002) の研究背景

生産の不確定性の実証テスト
目的
財の数 (𝑁) が要素の数 (𝑀) より多い 𝑁 > 𝑀 のケースにおいて
発生する生産の不確定性を実証的にテストすること。
理論的背景

▶ 𝑁 > 𝑀 の場合、要素価格均等化（FPE）が成立すると、生
産量 𝑌 は不確定となる。

▶ もし 𝑁 = 𝑀 であれば、生産量 𝑌 は要素賦存量 𝑉 の逆行列
𝐴−1 を用いて 𝑌 = 𝐴−1𝑉 (3.10) と一意に定まる。
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Bernstein and Weinstein (2002) の研究デザイン
実証手法

▶ Harrigan (1995) と同様に、産出量 𝑌 を賦存量 𝑉 に回帰させ
る 𝑌 = 𝐴−1𝑉 (3.10) を推定する。

▶ 推定された係数行列 𝐵 = 𝐴−1 を用い、理論的制約
𝐴𝐵 = 𝐼𝑀 (3.27) がデータ上で成立するかをテストする。

▶ この制約が失敗した場合、生産が不確定であると結論付けら
れる。

データセット
▶ 1985年頃の日本の 47都道府県にわたるクロスセクション
データ。

▶ モデル構造は、29の産業（財）と 3つの要素（大卒労働者、
その他労働者、資本）であり、𝑁 > 𝑀 のケースを適用。
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Bernstein and Weinstein (2002) の主要な実証結果

▶ 都道府県レベルでの完全雇用条件 𝐴𝑌 𝑖 = 𝑉 𝑖（技術行列 𝐴
を全国値として使用）は容易にパス。

▶ しかし、回帰式 (3.10) を推定し、制約 (3.27) をテストした
ところ、その仮説は強く棄却された。

▶ 結論: 日本の都道府県における生産のロケーションは、賦存
量のみによっては単純に説明できず、生産の不確定性を示唆
する証拠が得られた。
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トランスログ GDP 関数による推定
▶ リブチンスキー効果やストルパー・サミュエルソン効果を推
定する上で、Kohli (1978) は、GDP関数 𝐺(𝑝, 𝑉 ) をトランス
ログ関数 (3.15) でモデル化：

ln 𝐺 = 𝛼0 +
𝑁

∑
𝑖=1

𝛼𝑖 ln 𝑝𝑖 +
𝑀

∑
𝑘=1

𝛽𝑘 ln 𝑉𝑘 + 1
2

𝑁
∑
𝑖=1

𝑁
∑
𝑗=1

𝛾𝑖𝑗 ln 𝑝𝑖 ln 𝑝𝑗

+ 1
2

𝑀
∑
𝑘=1

𝑀
∑
ℓ=1

𝛿𝑘ℓ ln 𝑉𝑘 ln 𝑉ℓ +
𝑁

∑
𝑖=1

𝑀
∑
𝑘=1

𝜑𝑖𝑘 ln 𝑝𝑖 ln 𝑉𝑘

𝑝𝑖: 製品の価格 (𝑖 = 1, … , 𝑁)、

𝑉𝑘: 要素の賦存量 (𝑘 = 1, … , 𝑀)
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シェア方程式の導出
GDP関数を価格 𝑝𝑖 や賦存量 𝑉𝑘 で対数微分することで、産出量
シェア 𝑠𝑖 (3.18) や要素シェア 𝑠∗

𝑘 (3.19) に関する線形方程式系が
得られる。
産出量シェア

𝑠𝑖 = 𝛼𝑖 +
𝑁

∑
𝑗=1

𝛾𝑖𝑗 ln 𝑝𝑗 +
𝑀

∑
𝑘=1

𝜑𝑖𝑘 ln 𝑉𝑘, 𝑖 = 1, … , 𝑁 (3.18)

要素シェア

𝑠𝑘 = 𝛽𝑘 +
𝑀

∑
ℓ=1

𝛿𝑘ℓ ln 𝑉ℓ +
𝑁

∑
𝑖=1

𝜑𝑖𝑘 ln 𝑝𝑖, 𝑘 = 1, … , 𝑀 (3.19)
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リブチンスキー弾力性とストルパー・サミュエルソン弾
力性
これらのトランスログシェア方程式から推定された係数を用い
て、リブチンスキー弾力性 (3.20) やストルパー・サミュエルソン
弾力性 (3.21) を計算できる。

リブチンスキー弾力性

𝜕 ln 𝑦𝑖
𝜕 ln 𝑉𝑘

= 𝜑𝑖𝑘
𝑠𝑖

+ 𝑠𝑘 (3.20)

ストルパー・サミュエルソン弾力性

𝜕 ln 𝑤𝑘
𝜕 ln 𝑝𝑖

= 𝜑𝑖𝑘
𝑠𝑘

+ 𝑠𝑖 (3.21)
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要素価格弾力性

さらに、ln 𝑤𝑘 = ln (𝑠𝑘𝐺/𝑉𝑘)を要素賦存量で微分することで、要
素価格弾力性を得ることができる。

要素価格弾力性

𝜕 ln 𝑤𝑘
𝜕 ln 𝑉ℓ

=
⎧
⎨⎩

𝛿𝑘𝑘
𝑠𝑘

+ 𝑠𝑘 − 1, if 𝑘 = ℓ
𝛿𝑘ℓ
𝑠𝑘

+ 𝑠ℓ if 𝑘 ≠ ℓ
(3.22)
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弾力性の検証
これらの弾力性は、「要素価格非感応性 (factor price insensitivity)」
の仮説を検証するために使用できる。

これは、GDP関数が (3.7) の特別な形を取ることを意味する。

𝐺(𝑝, 𝑉 ) =
𝑀

∑
𝑗=1

𝑤𝑗(𝑝)𝑉𝑗 (3.7)

この関数形はトランスログ GDP関数に対してグローバルに課す
ことはできないが、(3.22) がゼロであるかどうかをテストするこ
とで局所的に評価できる。

つまり、𝛿𝑘𝑘 = 𝑠𝑘 (1 − 𝑠𝑘)および 𝛿𝑘ℓ = −𝑠𝑘𝑠ℓをテストし、これ
はサンプルのある年（例：中間点）で実行できる。
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Kohliの研究結果

Kohliは、GDP関数をトランスログ関数形式で推定する手法を導
入し、主にカナダや米国のデータに適用。

要素価格の非感応性（Factor Price Insensitivity
要素収益が要素賦存量に依存するかどうか（弾力性 (3.22)がゼロ
か）を評価した結果、要素収益は賦存量に依存する（弾力性はゼ
ロではない）ものの、その依存性は弱いことが示された。
これは、「財の数よりも要素の数が多い」ことを示唆する証拠とし
て解釈され得る。

31



第 3 章「多くの財と要素」𝑁 = 𝑀, 𝑀 > 𝑁, 𝑁 > 𝑀 のケースと HOV モデルの拡張
4. GDP 関数の推定と HOV モデルの拡張

生産性差異の導入 (Harrigan 1997)
▶ 従来の HOVモデルの検証の限界の一つは、技術が国間で同
一であるという仮定であった。

▶ Harrigan (1997) は、ヒックス中立的な生産性パラメータ 𝐴𝑖
を価格に掛けた 𝐴𝑖𝑝𝑖 を用いて GDP関数をモデル化し、技術
的差異を導入した (3.24)。

𝐺 (𝐴1𝑝1, … , 𝐴𝑁𝑝𝑁, 𝑉) ≡ max
𝑣𝑖≥0

𝑁
∑
𝑖=1

𝑝𝑖𝐴𝑖𝑓𝑖 (𝑣𝑖)

subject to
𝑁

∑
𝑖=1

𝑣𝑖 ≤ 𝑉 (3.24)

ここで、𝐴𝑖 は国 𝑖 の技術レベルを表す。
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Harrigan (1997)のシェア方程式の修正

GDP関数にトランスログ関数を採用し、アウトプット・シェア方
程式 (3.18) は次のように修正される。

𝑠𝑖 = 𝛼𝑖 +
𝑁

∑
𝑗=1

𝛾𝑖𝑗 ln (𝐴𝑗𝑝𝑗) +
𝑀

∑
𝑘=1

𝜑𝑖𝑘 ln 𝑉𝑘, (3.25)

𝑖 = 1, … , 𝑁

つまり、各産業のアウトプット・シェアは、その価格と生産性
（同じ係数が各産業に適用される）および要素賦存量に依存する。
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Harrigan (1997) の推定概要

シェア方程式 (3.25) をOECD諸国のパネルデータに適用し、リ
ブチンスキー効果を推定。

▶ データ：OECD 10か国、1970–1988/90 のパネルデータ
▶ 製造業セクター（ISIC集計）：7分野

▶ 食品、衣料、紙、化学、ガラス、金属、機械
▶ 要素賦存量：6要素

▶ 資本：生産用耐久資本、非住宅建設
▶ 労働：高学歴（高等教育以上）、中学歴（高校一部）、低学歴
（高校未修了）

▶ 耕作可能土地

このアプローチにより、OECD諸国間で産業の産出量シェアが生
産性、価格、賦存量に依存することが示された。
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Rybczynski 弾性の計算

▶ 産出シェアと要素シェアが必要だが、要素シェアはデータ
なし

▶ 代わりに、シェア方程式（3.25）の推定係数 𝑒𝑗𝑘 を報告（表
3.1）

▶ 符号は期待通り
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Harrigan (1997) の実証結果

▶ 生産用耐久資本：7セクターすべてに正の影響
▶ 非住宅建設：ほとんどのセクターで負の係数

▶ 理由：非貿易サービスが非住宅建設集約的で、製造業から資
源を吸収

▶ 耕作可能土地：正の有意な効果は化学・金属のみ
▶ 労働：

▶ 中学歴・低学歴：ほとんどのセクターで正の効果
▶ 高学歴：ほとんどのセクターで負の効果

▶ 理由：高学歴労働者は非貿易サービスで集中的に使用

結果は Leamer (1984) および Harrigan (1995) の知見と概ね一致
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5. HOVモデルの拡張と再検証
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HOモデルと財の連続体 (DFS 1980)

▶ Dornbusch, Fischer, and Samuelson (1980) は、HOモデルに
財の連続体を導入した。

▶ FPEセット外に賦存量がある場合、要素価格は均等化せず、
生産の不確定性は解消される。

▶ 財は資本/労働比率 𝑎𝐾(𝑧)/𝑎𝐿(𝑧) に基づいて順序付けられ、
相対賃金𝑤/𝑟 が低い国（労働豊富国）は、労働集約的な財
（指数 𝑧 が大きい）を輸出し、比較優位を持つ。

▶ このフレームワークは、Davis and Weinstein (2001) による
HOVモデルの再検証に影響を与えた。
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HOVモデルの再検証 (Davis and Weinstein 2001)
Davis and Weinstein (2001) は、各国の技術行列 𝐴𝑖 が、その国の
相対要素賦存量 (𝐾/𝐿)𝑖 に系統的に依存するというモデル (3.37)
を推定：

ln 𝑎𝑖
𝑗𝑘 = 𝛼𝑖 + 𝛽𝑗𝑘 + 𝛾𝑘 (𝐾𝑖

𝐿𝑖 ) + 𝜀𝑖
𝑗𝑘 (3.37)

𝑖 = 1, … , 𝐶：国

𝑗 = 1, … , 𝑁：貿易財

𝑘 = 1, … , 𝑀：要素

(𝐾𝑖/𝐿𝑖)：相対的な資本/労働賦存量

𝜀𝑖
𝑗𝑘：ランダム誤差
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Davis and Weinstein (2001) の実証結果

▶ この技術的差異のモデルを用いて HOV方程式を再推定し、
HOVモデルの予測力を評価。

▶ HOVのサインテストの成功率は、コイントスと大差なかった
46%から、92% へと大幅に改善した。

▶ これは、技術が国間で異なるという仮定、特に賦存量に依存
する技術的差異の重要性を示している。
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確認問題 (10問)
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確認問題 (10 問)

問 1

𝑁 = 𝑀（財の数と要素の数が等しい）モデルにおける Jones and
Scheinkman (1977) の定理について、最も適切な説明はどれか。

A. 各要素には、その価格上昇が実質収益を増加させる「自然の
友」となる財が必ず存在する。

B. 各要素には、その価格上昇が実質収益を低下させる「自然の
敵」となる財が必ず存在する。

C. 要素価格は財価格に依存せず、賦存量のみに依存する。

D. 各要素の実質収益の変化は、財価格の変化率を上回ることは
ない。
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確認問題 (10 問)

問 2

N財 N要素モデルにおいて、要素価格均等化（FPE）が成立する
ための条件として、2財 2要素モデルから一般化される重要な概
念はどれか。

A. すべての財が生産され、かつ単位コスト行列 𝐴 が特異ではな
いこと（因子集約度の逆転が起きない条件を含む）。

B. 要素集約度の逆転が常に起こっていること。

C. 財の生産関数が線形であること。

D. 世界の要素賦存量が均等に配分されていること。
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確認問題 (10 問)

問 3

特殊要素モデル（Ricardo-Vinerモデル）において、要素価格均等
化（FPE）が成立しない主な理由として正しいものはどれか。

A. 要素賦存量が国によって異なるため、生産技術が異なってしま
うから。

B. 財の数が要素の数より多いため、生産が不確定になるから。

C. 労働以外の特殊要素（資本や土地）が産業間で移動できないた
め、各国で賦存量に応じた要素価格が決定されるから。

D. 消費者の選好が各国で異なり、同一価格面が接しないから。

44



第 3 章「多くの財と要素」𝑁 = 𝑀, 𝑀 > 𝑁, 𝑁 > 𝑀 のケースと HOV モデルの拡張
確認問題 (10 問)

問 4

特殊要素モデルにおいて、ある財の価格が上昇した際、移動可能
な要素（労働）の名目賃金は上昇するが、その実質賃金に生じる
影響として最も適切なものはどれか。

A. 必ず実質賃金は上昇する。

B. 必ず実質賃金は低下する。

C. 実質賃金への影響は曖昧であり、労働者の消費構成（価格が上
昇した財を相対的に多く消費するかどうか）に依存する。

D. 名目賃金は固定されているため、実質賃金は変化しない。
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確認問題 (10 問)

問 5

特殊要素モデルにおいて、移動可能な要素（労働）の賦存量が増
加した場合、両産業の生産量に生じる影響として正しいものはど
れか。

A. 労働集約的な産業の生産量が減少し、資本集約的な産業の生産
量が増加する。

B. 労働の増加は限界生産物を低下させるが、両産業で労働が使用
されるため、両産業の生産量が共に増加する。

C. 両産業の生産量が共に減少する。

D. 生産は変化せず、賃金のみが低下する。
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確認問題 (10 問)

問 6

𝑁 > 𝑀（財の数が多い）モデルにおいて、FPEが成立する賦存量
範囲内で発生する現象として最も重要なものはどれか。

A. 要素集約度の逆転 (FIR)。

B. 生産可能フロンティア (PPF) の凸性が失われる。

C. 生産（各財の生産量 𝑌）が不確定になる（生産の不確定性）。

D. 貿易の要素内容がゼロになる。
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確認問題 (10 問)

問 7

GDP関数 𝐺(𝑝, 𝑉 ) を用いた実証分析において、トランスログ関
数 (3.15) の価格に関する対数偏微分 𝜕 ln 𝐺/𝜕 ln 𝑝𝑖 が表すものと
して、GDPシェア 𝑠𝑖 を用いて表されるものはどれか。

A. ストルパー・サミュエルソン弾力性。

B. リブチンスキー弾力性。

C. 財 𝑖 の生産量 𝑦𝑖 。

D. 𝜕𝐺/𝜕𝑝𝑖 = 𝑦𝑖 であるため、𝜕 ln 𝐺/𝜕 ln 𝑝𝑖 = (𝜕𝐺/𝜕𝑝𝑖)(𝑝𝑖/𝐺)
は、財 𝑖 の GDPにおけるシェア 𝑠𝑖 を表す。
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確認問題 (10 問)

問 8

Dornbusch, Fischer, and Samuelson (1980) の HOモデルにおける
財の連続体フレームワークでは、FPEが成立しない場合、生産の
不確定性はどのように解決されるか。

A. 財は資本/労働比率に応じて順序付けられ、各国の相対的な要
素価格とコスト比率に基づき、比較優位に従い生産が特定される。

B. 輸送コストが導入され、財価格が均等化しない。

C. 労働と資本が完全に国境を越えて移動する。

D. 消費者の選好が不均一になる。
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確認問題 (10 問)

問 9

Davis and Weinstein (2001) が HOVモデルの適合性を改善するた
めに行った、各国の技術行列 𝐴𝑖 に関する重要な仮定はどれか。

A. 技術行列 𝐴𝑖 は、世界平均の技術行列 𝐴𝑊 と完全に同一で
ある。

B. 技術行列 𝐴𝑖 は、その国の相対的な要素賦存量 (𝐾/𝐿)𝑖 に系統
的に依存する。

C. 技術行列 𝐴𝑖 は、輸出国の技術ではなく、輸入国の技術を用い
るべきである。

D. 技術的差異は無視できるほど小さい。
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確認問題 (10 問)

問 10
Dornbusch, Fischer, and Samuelson (1977) のリカード・モデル
（財の連続体）において、外国（貿易相手国）の均一な生産性成長
𝑔∗ が本国の厚生 (𝑑𝑈) に与える影響について、最も適切な結論は
どれか。

A. 外国が本国との競争力を高めるため、本国は必ず厚生を失う。

B. 外国の生産性向上は本国の輸入価格低下を通じて利益をもたら
すが、相対賃金の上昇による損失がそれを上回り、結果は曖昧で
ある。

C. 外国の生産性向上は、輸入価格の低下と本国の相対賃金上昇の
両方を通じて、常に本国の厚生を増加させる。

D. 外国の均一な生産性成長は、相対賃金効果を考慮しても、常に
本国に利益をもたらす（𝑑𝑈 > 0）。

51



第 3 章「多くの財と要素」𝑁 = 𝑀, 𝑀 > 𝑁, 𝑁 > 𝑀 のケースと HOV モデルの拡張
確認問題 (10 問)

解答

問題番号 解答

問 1 B
問 2 A
問 3 C
問 4 C
問 5 B
問 6 C
問 7 D
問 8 A
問 9 B
問 10 D
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第 3 章「多くの財と要素」𝑁 = 𝑀, 𝑀 > 𝑁, 𝑁 > 𝑀 のケースと HOV モデルの拡張
解説

解説
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第 3 章「多くの財と要素」𝑁 = 𝑀, 𝑀 > 𝑁, 𝑁 > 𝑀 のケースと HOV モデルの拡張
解説

問 1. Jones and Scheinkman (1977) の定理 (N=M)

解答: B. Jones and Scheinkman (1977) の定理は、𝑁 = 𝑀（財の
数と要素の数が等しい）の場合、各要素について、その財の価格
上昇が当該要素の実質収益を低下させる財（「自然の敵」）が必ず
存在することを証明。
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第 3 章「多くの財と要素」𝑁 = 𝑀, 𝑀 > 𝑁, 𝑁 > 𝑀 のケースと HOV モデルの拡張
解説

問 2. 要素価格均等化（FPE）の一般化 (N=M)

解答: A. 𝑁 = 𝑀 の場合、FPEが成立するためには、両国が同一
技術を持ち、自由貿易により同一価格に直面し、かつすべての財
を生産していることが必要。

これは、ゼロ利潤条件 𝑝𝑖 = 𝑐𝑖(𝑤) が要素賦存量とは独立に一意な
解𝑤(𝑝) を持つこと（単位コスト行列 𝐴 が非特異であること、す
なわち要素集約度の逆転が起こらないこと）に依存。
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第 3 章「多くの財と要素」𝑁 = 𝑀, 𝑀 > 𝑁, 𝑁 > 𝑀 のケースと HOV モデルの拡張
解説

問 3. FPEが成立しない主な理由 (M > N)

解答: C.

要素の数が財の数より多い 𝑀 > 𝑁 のケース（特殊要素モデル）
では、労働以外の要素（特殊要素）は産業間で移動できない。

資本などの特殊要素が固定されているため、同じ価格に直面して
も、賦存量の異なる国々では要素価格は一致せず、FPEは成立し
ない。
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第 3 章「多くの財と要素」𝑁 = 𝑀, 𝑀 > 𝑁, 𝑁 > 𝑀 のケースと HOV モデルの拡張
解説

問 4. 移動可能要素（労働）の実質賃金への影響 (M >
N)

解答: C.

特殊要素モデルにおいて財 1の価格 𝑝1 が上昇した場合、名目賃
金 𝑤 は上昇するが、その上昇率 𝑤̂ は財価格の上昇率 ̂𝑝1 を下
回る（𝑤̂ < ̂𝑝1）。

これにより、財 1の実質賃金 (𝑤/𝑝1) は低下するが、価格が固定
されている財 2の実質賃金 (𝑤/𝑝2) は上昇するため、労働者の実
質賃金への影響は、労働者の消費構成に依存し、曖昧になる。
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第 3 章「多くの財と要素」𝑁 = 𝑀, 𝑀 > 𝑁, 𝑁 > 𝑀 のケースと HOV モデルの拡張
解説

問 5. 移動可能要素の賦存量変化の影響 (M > N)

解答: B.

移動可能要素（労働 𝐿）の賦存量が増加すると、図 3.5に示すよ
うに、労働軸が拡大し、均衡賃金𝑤 は低下。しかし、その結果、
両産業 𝑦1 と 𝑦2 の生産量は共に増加。これは、2x2モデル（リブ
チンスキー定理）で見られたような「生産が減少する財が存在す
る」という結果が、移動可能要素の増加に対しては成立しないこ
とを示す。
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第 3 章「多くの財と要素」𝑁 = 𝑀, 𝑀 > 𝑁, 𝑁 > 𝑀 のケースと HOV モデルの拡張
解説

問 6. N > M モデルにおける現象

解答: C.

𝑁 > 𝑀（財の数が多い）の場合、完全雇用条件は生産量 𝑌 に対し
て複数の解を持ち、生産量 𝑌 は不確定となる（生産の不確定性）。

FPEは広い範囲の賦存量において成立するが、生産可能フロン
ティア（PPF）上には「均等な線分 (ruled segments)」が存在。
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第 3 章「多くの財と要素」𝑁 = 𝑀, 𝑀 > 𝑁, 𝑁 > 𝑀 のケースと HOV モデルの拡張
解説

問 7. トランスログ GDP 関数の対数偏微分

解答: D.

GDP関数 𝐺(𝑝, 𝑉 ) を価格 𝑝𝑖 で対数偏微分した 𝜕 ln 𝐺/𝜕 ln 𝑝𝑖 は、
(𝜕𝐺/𝜕𝑝𝑖)(𝑝𝑖/𝐺) となる。

エンベロープ定理により 𝜕𝐺/𝜕𝑝𝑖 は財 𝑖 の産出量 𝑦𝑖 に等しいた
め、この式は (𝑦𝑖𝑝𝑖)/𝐺、すなわち財 𝑖 のGDPにおけるシェア 𝑠𝑖
を表す。
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第 3 章「多くの財と要素」𝑁 = 𝑀, 𝑀 > 𝑁, 𝑁 > 𝑀 のケースと HOV モデルの拡張
解説

問 8. DFS (1980) HOモデルにおける生産の不確定性
の解消

解答: A.

HOモデルに財の連続体を導入した場合（DFS 1980）、要素賦存量
が FPEセット外にあり要素価格が均等化しない場合、生産の不確
定性は解消される。

財は要素集約度（労働/資本比率 𝑎𝐿(𝑧)/𝑎𝐾(𝑧)）に応じて順序付
けられ、相対的に要素が豊富で賃金/レンタル比率が低い国は、そ
の豊富要素をより集約的に使用する財（労働豊富国であれば労働
集約財）を輸出することで、生産される財の範囲が特定される。
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第 3 章「多くの財と要素」𝑁 = 𝑀, 𝑀 > 𝑁, 𝑁 > 𝑀 のケースと HOV モデルの拡張
解説

問 9. Davis and Weinstein (2001) の技術行列の仮定

解答: B.

Davis and Weinstein (2001) は、HOVモデルの適合性を高めるた
めに、技術行列𝐴𝑖 が、その国の相対的な要素賦存量 (𝐾/𝐿)𝑖 に
系統的に依存するというパースモニアスな（簡潔な）仮定 (3.37)
を導入。

これによりサインテストの成功率が大幅に改善された。
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第 3 章「多くの財と要素」𝑁 = 𝑀, 𝑀 > 𝑁, 𝑁 > 𝑀 のケースと HOV モデルの拡張
解説

問 10. DFS (1977) リカードモデルにおける均一な外国
生産性成長

解答: D.

Dornbusch, Fischer, and Samuelson (1977) のリカード・モデル
（財の連続体）において、外国の均一な生産性成長 𝑔∗(𝑧) = 𝑔∗ > 0
は、輸入財価格の低下を通じて本国に利益をもたらす。

賃金上昇による悪影響（交易条件の損失）があったとしても、均
一な生産性成長の場合、その利益が損失を上回るため、常に本国
の厚生を増加させることが示されている。
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